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図１. 発達段階を手がかりにした４部門
2図２. 設定するユニットとそのねらい
１）同年齢集団学習（従来の教室における学習）
２）異年齢集団学習
　 （従来の異年齢合同学習の拡大バージョン）
３）単位制ステップ学習（個別進度発展学習）
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５）教員の県教委との連携と研究体制の充実
　以上に述べた発展的な研究拠点としての附属総合
学園を支える教員を確保するために、富山県教育委
員会とのさらに密接な連携が欠かせない。その具体
的な連携の視点として、次の２つを新たに提案する。
①　県教育委員会幹部候補生育成機関としての附属
総合学園
　現在の附属学校園の教員についても、附属学校園
から転勤した後、県教育委員会の様々な要職に就き
富山県教育の一端を担っていく教員が大部分である。
　この位置付けをさらに強化し、そのことが附属総
合学園の教員には富山県教育の一翼を担う使命があ
るという位置付けの関係を構築する。
　具体的には、附属総合学園の人事権を県教育委員
会に委譲し、将来県教育委員会の幹部候補生として
嘱望される35歳程度の若手教員を附属総合学園の教
員として派遣していただく。
　採用任期は８年間の期限付き採用。派遣された教
員は、８年後には各学校へ戻り、その後、県教育委
員会の幹部となっていくことが原則的に保証されて
いるという位置付けが望ましい。
②　大学院制度を生かした附属総合学園教員の研修
制度
　実践研究をより充実したものにする上で、８年任
期で附属総合学園に採用された教員は、８年の間に
必ず大学院で２年間学び、修士号を取得できるよう
にする。
　そのために、現在県教育委員会から派遣されてい
る現職大学院の制度を発展的に改正する。すなわち、
１年間に10名の現職大学院入学者を仮定したとき、
その10人分の年俸分を大学に寄付していただき、そ
の10人分を附属学校園の定員増に回し、大学院派遣
の枠を設定する。仮に、附属学校園の教員定数が80
人と仮定すると、実際には90人の教員が在籍し、そ
のうち10人は、順次毎年大学院に１年間研修に派遣
されていることになる。
　こうすることで、学部と附属総合学園の研究の一
体化を図ることができ、継続的な研究も可能となる。
また、附属学校園の負担軽減も図ることができるた
め、一層の効果が期待できるのである。
　そして、附属総合学園から、公立学校や教育委員
会等への転勤後は、これまでの学びを十分に生かし
ながら、その成果を県下すべての子どもたちに還元
できると確信する。
Ⅳ　新附属総合学園一元化論の詳細
１　発達段階からみた４部門の詳細
　現状の日本の教育制度を手がかりに、幼児期から
義務教育期を大きく４つに大別し、それらの教育の
在り方を実践的に研究していく。
１）幼児教育部門（２歳～５歳健常児対象）
　幼保一元化の動きに対応し、２歳児から就学前ま
での、複数担任制を中核に据えて、「生きる力の基礎」
をはぐくむ幼児教育の在り方を研究する。
　また、学部学生にとっては、幼稚園教員免許だけ
でなく、保育士免許取得のための教育実習園の性格
も兼ね備えることとなる。
２）初等教育部門（６歳～10歳健常児対象）
  学級担任制による学習指導を中核に据えて、小学
校低・中学年の「自立への基礎」をはぐくむ初等教
育の在り方を研究する。
　また、学部学生にとっては、小学校教員免許取得
のための教育実習校の性格ももつ。
３）中等教育部門（11歳～15歳健常児対象）
　教科担任制による学習活動を中核に据えて、小学
校高学年と中学校段階における「生きる力」をはぐ
くむ初等・中等教育の在り方を研究する。
　また、学部学生にとっては、小学校、並びに中・
高等学校教員免許取得のための教育実習校の性格も
もつ。
４）特別支援教育部門（２歳～15歳知的障害児対象）
　高等部を廃止し、幼児部を新設する。これによっ
て、幼児教育から義務教育修了時までという研究対
象をより鮮明にする。
　ここではノーマライゼーションの動きを背景に、
複数担任制を中核に据えて、個の実態に応じて「生
きる力」をはぐくむ特別支援教育の在り方を研究す
る。
　また、学部学生にとっては、小学校教員免許を基
礎免許とする養護学校教員免許取得のための教育実
習校としての性格ももつ。
　
２　学校のくらしの３ユニット化の詳細
１）同年齢集団学習（均一・平等な関係の中で）
　通常の小・中学校で一般的に行われている教科の
授業がこれに当たる。
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　同じ立場の仲間であることを前提にした子どもの
集団を基盤にした授業である。
　国語、社会、理科、美術（図工）、音楽、保健体育、
技術・家庭など、数学（算数）・英語以外の教科を扱う。
そして、それぞれの教科特有の「知の創り出し方（能
力・資質）」と「創り出された知」を、教材を核に
据えて、同年齢の仲間とのかかわり合いを通して問
題解決的に獲得していくことを目的とする。
２）異年齢集団学習（多様な仲間との交流を通して）
　現在の学校で行われている異学年交流学習・学校
間交流学習がこれに当たる。
　総合的な学習の時間、生活科、特別活動（清掃活
動や学校行事など）において、多様な構成員という
環境の中で、今を生きる子どもにとって、学問体系
にとらわれず個性的な本気の問題解決的な体験活動
を保障する。
　発達段階が異なる多様な子どもを一つの集団とし
て扱うことで、現実の社会と類似した集団を形成す
ることになる。これによってその中で、見方・考え
方だけでなく、生き方についても学び合う契機とし
ての意味合いが大きくなる。この意味では、いわば、
子ども社会の中での「自分探し」の時間ともいえよ
う。
　この時間は、「自分の生き方について考える」と
いう「総合的な学習の時間」新設の趣旨を最大限に
生かした時間ともいえる。
　ただ、すべての学習において、すべての子どもを
一堂に集めて学習展開を行うことについての吟味は
必要であろう。その内容に応じた学習集団の設定な
ど、様々な配慮も欠かせないと思われる。
３）単位制ステップ学習（個の能力開発に重点）
　このユニットは、集団として学習は行うものの、
集団の構成員が変化するため、集団としての高ま
りは１）、２）に比べて薄い。自分の能力に応じて、
あくまで自分のペースで学習を進める授業がこれに
当たる。学年・発達段階を超えて、能力・資質的に
みて均質な集団を対象にして行う学習指導法である。
　具体的には、集団学習として教師が中心に授業を
行うものの、確認テストを頻繁に行い、その都度、
学習集団を変えていく。そういう意味では、そろば
ん塾に近いスタイルの運用といえる。能力・資質の
すぐれた子どもの中には、低年齢でありながら、高
等学校や大学レベルにまで深めていく子どもも出て
くることが予想される。こういった子どもの登場は
むしろ願わしいことであり、必要に応じて大学教員
も教壇に立って指導に当たることで、対応していく。
　今回提案する教育課程では、数学（以下、算数も
含めて「数学」という）・情報（現行の学習指導要
領の「総合的な学習の時間」の一部）、及び、英語
学習をこのスタイルで展開する。これらの学習は、
内容の分類が比較的単純であり、それらの系統性が
明瞭であることから、個に応じた学習の深まり方を
保障できるのではないかと考えたからである。もち
ろん、小学校段階の英語（現行の学習指導要領の「総
合的な時間」の一部）については、中学校１年にお
ける英語の内容をすぐに扱うのではなく、「英語遊
び」的なものを準備・開発していく必要があろう。
　この時間は、学習指導要領における基準性が明確
化されたことをを最大限に生かした時間ともいえ
る。すなわち、数学・情報と英語に単位制を導入す
ることで、幼児段階から個に応じた能力開発が可能
になる。いわばこの時間は、子ども一人一人が自分
の能力・可能性の限界へ挑戦する時間として位置付
けるのである。
　なお、「数学・英語学習の中学校１年段階では最
低○○を取得しなければならない」といった最低限
度の縛りを設け、それに満たない場合は、補充学習
を行うことで、それぞれの年齢における最低限の学
力は保証できる。
３　学校生活のイメージの具体化
　　 （３ユニットの教育課程上の配置）
　先に述べた３ユニットの週時程上の位置を次のよ
うに大別し、具体的な教育課程のイメージを図３に
示す。
　一般に、小学校低学年から、学年が進行するに従っ
て授業時間数が増大するが、ここでは、すべて同一
にし、中学校３年における最低限の授業時間数に合
わせた形で確保する（ただし、幼児については、異
年齢集団学習に参加するとき以外はその限りではな
い）。そうすることで、初等教育段階で英語・情報
について学習する時間も捻出できる。
１）同年齢集団学習：午前～給食
２）異年齢集団学習：清掃活動＋火・木の午後
３）単位制ステップ学習：月・水・金の午後
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　また、週時程上の１時間についても、現在の附属
小学校で実践されているモジュール方式を用いるな
ど、柔軟な対応が必要であろう。
　これに加えて、教室配置についても、必ずしも同
学年を隣接させ、発達に従って変化させるというス
タイルではなく、むしろ、全く異なるものを混在化
させる方が現実の社会と類似した状況を創り出すこ
とができ、好ましいのではないかと考える。
Ⅴ　まとめ
１　富山大学人間発達科学部附属学校園の可能性
　教員定員・学生定員をほぼ現行のままを想定しな
がら（２歳児幼稚園をのぞく）、富山大学人間発達科学
部の附属学校園としての可能性を描いた。その結果、
幼児教育から義務教育段階までについての研究開発
機能も備えた附属総合学園とすることで、今後ますま
すその存在意義が大きなものとなる可能性がある。
　また、ここでは、教科再編についてはふれなかっ
たが、文部科学省からの研究開発校の指定も視野に
入れることで附属総合学園は、現行の教育制度にと
らわれない研究も可能になる。
　さらに、人間発達科学部だけでなく、３大学統合
による多様な学部との連携も強化し、附属総合学園
の運営・研究に生かすことで、さらにその存在意義
は、学術的にも、実際の教育現場に対しても飛躍的
に増大する可能性がある。
２　残された問題点
１）具体化への問題
　ここでは、おおざっぱな構想を紹介したが、入試
体制や定員の問題、ＰＴＡの在り方など、より創造
的な実践を構築していこうとするとき様々な課題が
山積していると考えられる。今後、様々な観点から
議論を深め、現存の附属学校園のよりよい在り方を
考える手がかりとしたい。
２）高等学校教育への問題
　現在の附属学校園においては、養護学校には高等
部が存在するものの、高等学校は存在しない。もち
ろん、高等部を新設できればそれに越したことはな
いが、行政的な諸事情からほぼ不可能であろう。
　そう考えたとき、県立高等学校や県立養護学校と
研究提携を結ぶなどして、実践研究を展開する必要
があろう。その際、大学側の対応としては、医学部・
理学部・人文学部などとの連携も視野に入れる必要
がある。
　ただ、現在の附属養護学校高等部での研究成果が
大きく、また、県内における存在意義も決してない
がしろにできないことから、高等部の廃止について
は、まだまだ問題も多いように思われる。さらに、
議論が必要であろう。
Ⅵ　おわりに
　今回、あえてまだ未完成ともいえるこの構想を紹
介したのは、これまで、そして現在も富山県教育界
はもとより全国において実践研究の一翼を担ってき
ている附属学校園が、今回の学部再編を契機に、一
層その存在価値を高め、現状の教育情勢だけでなく、
将来に向けても「夢」を広げる起爆剤としての附属
総合学園であってほしいという願いからである。
　人間発達科学部の附属総合学園としての存在意義
はもちろん、まず、そこに在籍しながら今を生きる
子どもと子どもを支える保護者にとって、そして、
社会にとっても一層価値ある「学校」を求め、附属
総合学園教員と学部教員が、これまで以上に楽しく
研究・教育活動を展開できる場となっていくことを
願ってやまない。
　本稿を契機に、これまでの教育学部ではなく、今
後の人間発達科学部の附属としての学校園のあり方
について、様々な立場からの議論がなされることを
期待したい。
　なお、この提案は、まだまだ未完成であり矛盾が
内在する提案であることをお許し願いたい。
図３. 教育課程のイメージ化（週）
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